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障害者自立支援法の実施状況について 

平素より障害保健福祉行政につきましてはご尽力いただきまして厚く御礼もしあげ

ます。 

このたび、障害者自立支援法の実施状況について厚生労働省においてとりまと

め、別添のとおり１０月２３日に記者発表いたしましたので、情報提供させていただき

ます。 

 

【連絡先】 

厚生労働省障害保健福祉部企画課 

企画法令係 熊木、中村（森次） 

電話：03－5253－1111（内線3007） 

ＦＡＸ：03-3502-0892 

Email: shougaijouhou@mhlw.go.jp 

障障 害害 保保 健健 福福 祉祉 情情 報報  vvooll..44４４  

（（平平成成１１８８年年１１００月月２２４４日日））  



 

 

 

障害者自立支援法の実施状況について（概要版） 
 
１．介護給付費等の状況 
 ① 定点市町村における平成１８年６月分の障害福祉サービスに要する費用は、前年同

月比で２．５％の増加となっており、全体のサービス量が増えている。 
 

② 居宅、通所、入所ともに増加しているが、特にグループホームは、１６．６％の増

加と、「地域移行」を進める上で中核となるサービスとして着実に伸びている。 

 
２．サービス利用に関する実態 
サービス利用の実態について調査を行い、結果を公表している２６都道府県における状

況を厚生労働省において取りまとめたところ結果は以下のとおり。 

 

① 利用者負担を理由とした利用の中止 

通所・入所施設等において、利用者負担を理由に退所した者（調査対象期間中の累 

計）の利用者数等に対する割合は、１４都道府県の単純平均で０．３９％（１月当た

りでみれば０．１３％）。 

 

これを各月ごとにみると、月を追うごとに退所者が減少する傾向にある。 

 

② 利用控え 

通所日数を減らすなどの利用控えの割合（複数月の累計）については、調査を行って

いる４県で０．６％～２．０％（単純平均値は１．０５％（１月当たりでみれば０．３

２％））。 

 

③  合計利用者数の推移  

利用者数について調査を行っている県の状況をみると、利用者は増加している。 

 
３．所得階層区分の認定状況、負担上限等の減免状況 

平成１８年６月末現在の定点市町村における所得階層区分の認定状況、負担上限額等

の減免・軽減状況をみると、以下のとおりである。 

 

① 施設入所者の９割以上が、生活保護（負担なし）、低所得１（15,000円の月額上限）

又は低所得２（24,600円の月額上限）となっており、低い上限額の認定を受けている

ほか、６８．０％が、個別減免等を受けている。 

 

② グループホームについては、利用者の６８．１％が個別減免等を受けている。 

 

問い合わせ先 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

○障害福祉課（項目１、３）･･･川野、井上、吉田 

 電 話 ０３－５２５３－１１１１（内３０４３） 

 ＦＡＸ ０３－３５９１－８９１４ 

○企画課（項目２）･･･熊木、松浦、中村 

 電 話  ０３－５２５３－１１１１（内３０２２） 

 ＦＡＸ ０３－３０５２－０８９２ 



 1 

 
 
 
 
 

障害者自立支援法の実施状況について 
 

厚生労働省社会・援護局 
障 害 保 健 福 祉 部 

１．介護給付費等の状況 

 
 ① 平成１８年６月分の定点市町村（１０４市町村）における障害福祉サービスに要す

る費用の動向を見ると、支援費制度であった前年同月分と比べ、全体で２．５％の増

加となっており、全体のサービス量が増えていることが分かる。 

 

② また、サービスごとの動向を見ると、居宅サービスは対前年同月比８．５％増加、

通所サービスは同０．８％増加、入所サービスは同０．４％増加となっている。 

特に、居宅サービスのうち、グループホームについては、前年同月と比べ１６．６％

の増加と、「地域移行」を進める上で中核となるサービスとして着実に伸びている。 
 

障害福祉サービス費用の動向（単位：百万円、％） 

 平成１７年６月分 平成１８年６月分 対前年同月比 

居宅サービス 3,165 3,434 8.5 

ヘルパー 1,905 2,059 8.1 

デイサービス 611 686 12.4 

ショートステイ 260 234 ▲10.0 

グループホーム 390 455 16.6 

通所サービス 2,609 2,629 0.8 

入所サービス 6,879 6,909 0.4 

合  計 12,653 12,972 2.5 
 

    （注）平成１８年６月分の費用には、食費などの実費負担推計額が含まれている。 
 
２．サービス利用に関する実態 
  サービス利用の実態について調査を行い、結果を公表している２６都道府県における

状況を厚生労働省において取りまとめた。 

 
① 利用者負担を理由とした利用の中止 

通所・入所施設等において、利用者負担を理由に退所した者の割合（調査対象期間

問い合わせ先 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

○障害福祉課（項目１、３）･･･川野、井上、吉田 

 電 話 ０３－５２５３－１１１１（内３０４３） 

 ＦＡＸ ０３－３５９１－８９１４ 

○企画課（項目２）･･･熊木、松浦、中村 

 電 話  ０３－５２５３－１１１１（内３０２２） 

 ＦＡＸ ０３－３０５２－０８９２ 
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（都道府県により２～６か月）中の退所者の累計を１か月の利用者数等で除した割合）

は０．３９％（こうしたデータを取っている１４都道府県における単純平均値）と極

めて低い水準になっている。 

※ こうしたデータの取り方をした場合には、対象が複数月の累計となることや、サ

ービスを中止した後、別のサービスを利用している者も含むことから数値は高めに

なる。対象を１か月に置き直した場合の利用中止割合は０．１３％である。 

退所者数の推移(例)
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② 利用控え 

三重県 千葉県 和歌山県 大分県 

1.0% 0.6% 0.6% 2.0％ 

 
 
  

 
 

③ 合計利用者数の推移  

サービスの利用者数の推移を調査している県の状況をみると、利用者数は増加して

いる。 

                   

障害福祉サービスの利用状況の推移
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岐阜県 島根県 山口県 富山県

（参考）「きょうされん」による調査 
  きょうされん（小規模共同作業所を中心とした全国団体）が、加盟施設(531ヶ所)に

対して行った調査(本年９月)においても以下のとおり同様の傾向が示されている。 

・各月における退所者の在籍者数に対する割合をみると、４月が０．３２％、５月が０．
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(人) 
また、各月ごとにデータを取って

いる県の状況をみると、月を追うご

とに退所者が減少する傾向にある。 
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＜利用控えの割合＞ 

通所日数を減らすなどの利用控えの割合（複

数月の累計）については、調査を行っている４

県で０．６％～２．０％（単純平均値は１．０

５％）。 

※ 対象を１か月に置き直した場合の利用控 
え割合は０．３２％である。 
 

 

○岐阜県（H17.4-H18.4） 
居宅：3131人→3222人 

○島根県（H18.3-H18.7） 

通所・入所：2400人→2442人 

○山口県（H18.3-H18.4） 

グループホーム・通所：1930人→1951人 

○富山県（H18.3-H18.8） 

  通所・入所：1999人→2019人 

13 

７ 新潟県 

埼玉県 

 

H18.3 

H18.8 
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２１％、６月が０．１５％、７月が０．１５％と低い水準であり、かつ月を追うごと

に減少している。 

・本年６月における利用控え（利用日数の制限）は、在籍者数比で０．６５％。 

・在籍者数の合計は４月の12,875人から７月の12,935人へと増加、特に通所が増加。 

 

 
３．所得階層区分の認定状況、負担上限等の減免状況 
 

平成１８年６月末現在の定点自治体（１０１市町村）における所得階層区分の認定状

況、負担上限額等の減免・軽減状況をみると、以下の表のとおりである。 

 

所得階層区分（負担上限月額）の認定状況 

 
入所 

（２０歳以上） 
グループホーム 在宅 合計 

100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 
計 

（22,857人） （6,568人） （70,671人） （100,096人） 

生活保護（0円） 3.1％ 19.6％ 13.5％ 11.5％ 

低所得１（15,000円） 22.4％ 30.6％ 12.3％ 15.8％ 

低所得２（24,600円） 68.8％ 42.1％ 22.0％ 34.0％ 

一般（37,200円） 5.7％ 7.7％ 52.2％ 38.7％ 

 

負担上限額の減免等状況 

入所(２０歳以上) グループホーム 在宅 
 

個別減免 補足給付 個別減免 社会福祉法人軽減 

100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 
支給決定者 

（22,857人） （22,857人） （6,568人） （70,671人） 

うち減免等対象者合計 68.0％ 87.4％ 68.1％ 23.8％ 

生活保護(0円) 3.1％ 3.1％ 19.6％ 13.5％ 

低所得１(15,000円) 17.1％ 21.4％ 23.4％ 4.6％ 

低所得2(24,600円) 47.8％ 63.0％ 25.1％ 5.8％ 

 
（注）生活保護世帯は支給決定者総数に占める支給決定者の割合、低所得１及び低所得２は支給決定者総

数に占める減免等対象者の割合を記載。 
 

① このうち、入所では、施設入所者の９割以上が、生活保護（負担なし）、低所得１

（15,000円の月額上限）又は低所得２（24,600円の月額上限）となっており、低い上
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限額の認定を受け、負担が軽減されている。 

  また、６８．０％が、１割負担としてはゼロであるか、６．６万円を超える月収の

半額まで減免（個別減免）されている。 

  さらに、食費などの実費負担については、入所者の８７．４％が軽減（補足給付）

されており、施設入所者のほぼすべてが、一定額（年齢等に応じて２．５万～３．０

万円）が手元に確保される状況となっている。 

 

② グループホームについては、利用者の９割が低い負担上限額の認定を受けているほ

か、利用者の６８．１％は、個別減免等により負担額が減免されている。 

 

③ 在宅については、一般世帯が５割となっており、また、社会福祉法人軽減等により、

在宅者の２３．８％は、負担がゼロ（生活保護の場合）又は負担上限額が半額（通所

の場合、７，５００円）とされている。 
 
 




